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はじめに
GDP（国内総生産）では表せない人間の
幸福や満足を折り込んだ「持続可能な社会厚
生指標」を求めて、様々な専門家の方々の協
力を得ながら、大橋が 2000年に発案した
HSM（Human Satisfaction Measure＝人間
満足度尺度）（注 1）を、ステップ・バイ・ス
テップでバージョン・アップしてきた。
その各ステップの HSM尺度の成果物の多
くは、本誌、麗澤経済研究に発表させていた
だいている。
HSMを持続可能な社会厚生指標にするた
めに、「社会」「環境」「経済」のトリプル･ボ
トムラインを折り込んだ 6カテゴリーの確立
と、クロス・エントロピー法を用いた計算式
の開発（注 2）。それにもとづく、HSM Ver.1、
Ver.2-1)、Ver.2-2）の算出（注 3）。
2005年から協力を得た、ホン・グエン博
士のアドバイスによるクロス・エントロピー
法より簡便で透明で使いやすいDtT法
（Distance to Target法）の計算モデルによ
る HSM Ver.3-1)、Ver.3-2）の算出（注 4）。
6カテゴリーを同じ重さでなくそれぞれの
重みづけをしようと、木俣信行鳥取環境大学
教授の協力で AHP法（Analytic Hierarchy
Process=：階層構造にもとづく分析法）で
の重み係数の算出を反映した HSM Ver.4
（注 5、日本での調査結果による）、Ver.5（注
6、スウェーデンでの調査結果による）の開
発。
さらに、日本及びスウェーデンの調査結果
から抽出した「民主主義」のキーワード（注
7）が幸福と不可分であることが文献研究か
らも判明し、「民主主義」を第 7番目のカテ
ゴリーに入れた HSM Ver.6の開発（注 8）。
同時に幸福の指標としてのブータンの GNH
（Gross National Happiness：国民総幸福）の
解読（注 9）も HSM研究にとって有意義で
あった。
筆者大橋にとって、麗澤経済研究本誌への
寄稿は、現役最後となるので、本号では、
HSM研究の背景にある、GDPの問題点と、
GDPを補完・修正する過去から現在までの
諸指標を俯瞰し、HSM研究の現状の中継点
でのまとめとさせていただければ幸甚である。
Ⅰ GDPの問題点
1-1） GDPを補完・修正する指標は数多い
GDP（国内総生産）の限界や問題点につ
いては語りつくされているといってよい。ま
た GDPを補完したり、修正したり、改良し
たりする尺度は、数多く開発されてきた。筆
者がとり組んでいる「持続可能な社会厚生指
標 HSM」（Human Satisfaction Measure：人
間満足度尺度）もその 1つである。
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1-2） 人間の幸福にマイナスでもどんどん加算
するGDP
GDPの問題点とは何か。GDPは、国の 1
年間の付加価値の金額（市場を経由したモノ
やサービスの生産額）の総合計である。主に
は「個人消費」と「政府消費」を合計してい
る。その中には福祉や環境、ジェンダーなど
からみて、明らかに国民にとってマイナスの
要素、交通事故、戦争、自殺、環境汚染、離
婚などが生じても、金銭的支払いが生じると、
GDPは経済効果としてすべて加算してしま
う。一方で福祉にとって大切な、主として女
性が担っている家庭内の家事・育児・介護労
働の価値は、市場を経由しないので、GDP
には一切加算されない（但し、家事労働を家
事サービス会社に外注し、謝礼を支払った場
合は GDPに加算される）。
1-3） GNPの開発者クズネッツ自身が福祉指
標でないと証言
このような GDP（当初は GNP＊〈国民総
生産〉）は、米国で生まれた。
1931年、米国議会の公聴会に政府と民間の
専門家らが召集され、国の経済力をとらえる
データを求められたが彼らは答えることがで
きなかった。そこで1932年、フーパー政権最
後の年に、上院は、国民所得の概算書を作る
よう商務省に要請した。商務省は若手経済学
者サイモン・クズネッツ（1901〜1985）に国
民経済計算のモデルづくりを依頼し、これが
GNPの原型となった。
クズネッツ自身は、自ら開発した GNPの
限界をよく知っており、これが福祉の指標で
はないということを、国民に向かって警告し
ようと、1934年に議会にあてた最初の報告書
の中で「国民の福祉は GNPの尺度からはほ
とんど推し測ることはできない」と述べてい
た。
またクズネッツは、「The New Republic
（新共和国）」誌に、1962年まで、GNPを基
本的に再考する必要があることを書き続け、
「成長の“量”と“質”、その“コスト”と
“収益”、“短期”および“長期”をきちんと
区別して考えなければならない。さらなる成
長への目標を立てるには、どんな目的なのか、
その内容をきちんと特定すべきである」と述
べていた。
つまり、GNPに欠けている“質”的側面、
GNPを成長させるための“社会的コスト”
などをおさえるべきだということを警告して
いたのだ。
ところが、一国の経済力を年度ごとに比較
したり、他国の経済力と比較したりするのに
便利な指標として、GNPは、第 2次大戦中
は米国の工業生産力を動員するために、経済
や生産能力を測るモノサシとして使用された。
第 2次大戦後、先進国は経済成長をとげる
なかで GNPの成長に酔い、クズネッツは
1971年にノーベル経済学賞を授与されたにも
かかわらず、彼の主張は重視されないままと
なった（注10）。
＊GNP（国民総生産）は、1932年にクズネッツが
開発したときの呼称であるが、国連は、1968年
の SNA（System of National Account of United
Nations：国連国民所得標準方式）改訂以降、
GDP（国内総生産）を中心概念とみなしてきた。
日本では1993年の国連の新 SNA提唱後、GDP
の表示が一般的となった。
1-4） 世界の政治家、哲学者、社会学者らが主
張しつづけたGDP批判
クズネッツが、GNP（今日では GDP）の
問題点を警告しつづけた1962年をすぎる頃か
ら60年代70年代には、進歩的な政治家や哲学
者、社会学者らが、GNP批判を始めた。
ロバート・ケネディ（1925〜1968）は1968
年 3月 18日のカンザス大学での講演で
「GNPには、大気汚染やタバコの広告、ハイ
ウェーでの交通事故の負傷者を救うための救
急車の出動が、経済効果として入っている。
私たちの機知や勇気、知恵や知識など、人々
に満足を与えるもの以外をすべて測定する」
と述べている（注11）。
またフランスの哲学者ジャン・ボードリ
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ヤール（1929〜2007）は、70年の著書（注
12）邦訳『消費社会の神話と構造』（紀伊國
屋書店、1979）の中で「女性の家事労働も学
術研究や文化も、GNPには含まれないが、
計量可能という理由だけで、パリの大気の明
るさが、50年間に30％も低下したために増え
た電球やめがねの支出は加算されている。」
としている。
アメリカの社会学者ダニエル・ベル
（1919〜）も73年の著書（注13）邦訳『脱工
業社会の到来』（ダイヤモンド社、1975）の
中で要約するとつぎのように述べている。
｢GNPは市場を経由する財とサービスの価
値をすべて加算的に計上。湖のスポーツ、レ
ジャーのための効用は計上せず、もし製鉄所
が湖を汚染し、その浄化に費用が発生すると、
それが GNPに加算される」。
アメリカの多くの大学で客員教授をつとめ
ているヘイゼル・ヘンダーソンも78年の著書
（注14）邦訳『エントロピーの経済学』（ダイ
ヤモンド社、1983）の中で「GNPでは、マ
イナスをもたらす社会的費用も生産や富にプ
ラスの貢献しているものとして加算されてい
る」と訴えている。また同著の中で、弁護士
で社会運動家のラルフ・ネーダーの「自動車
事故が起これば、いつだって GNPは上昇す
る」という言葉も紹介されている。
1-5） 互助・互恵のやりとりはGDPには加算
されない
このように GDPは市場を経由した金額を、
経済効果として加算してゆき、どんどん大き
くなる。一方、家事・育児・介護のような家
庭内のサービスのやりとりは、金銭的支払い
がないということで一切加算されない。同様
にブータンの人々の間で行なわれている“互
助・互恵”のやりとりのようなものは、人々
の幸福感を高めても、GDPには加算されな
いのである。
社会の福祉や持続可能性にとって大切な数
値を計上しない GDPは、“持続可能な社会
厚生指標”とはいえない。
1-6） GDPを超えて（Beyond GDP）の動き
そこで GNP批判が噴出していた70年代以
来、GNPを止揚する尺度の提案が続々と登
場しているが、それらの検討に入る前に、近
年の GDPを乗り越える動きを紹介しよう。
GDP大国といえる先進国の中で、経済は
拡大しても、国民の幸福感や満足度が必ずし
も高まっていないことや、近年のさまざまな
経済危機の中で、行き詰まり感が否めず、
GDP拡張主義に、一考が求められ「GDPを
超えて（Beyond GDP）」と銘打った国際会
議が 2007年 11月 19日〜20日ベルギーのブ
リュッセルで欧州委員会、欧州議会、OECD
（経済協力開発機構）、WWF（世界自然保護
基金）、ローマクラブの主催で開催され50カ
国から650名が集まった。
その会議の要旨集を読むと、出席者の発言
内容は、従来からの GDP批判のポイントを
くり返している面も少なくない。
例えば、“GDPは、市場経済活動の指標で、
幸福の明示的な指標ではない。GDPの創案
者、サイモン・クズネッツでさえ「国の福祉
は、国家収入の尺度からは殆んど推測するこ
とはできない」と言っている。”（欧州委員会
ホセ・マニュエル・バローゾ委員長）
“幸福は、単に成長ではない。健康や環境
や精神や文化を、我々は社会に望む。我々は、
単なる生産のビジョンを越えたビジョンを目
標に設定しなければならない”（欧州議会
ハンス＝ゲート・ポッタリング議長）。
“我々は、完全に方向を見失った世界に住
んでいる。また我々の経済システムは多くの
人々に機能していない、自然資本の減耗をコ
ントロールすることもできない。”（ローマク
ラブ共同代表 アショク・コスラ）
“GDPは持続可能な消費と生産のパターン
に不適切である。GDPは幸福へのネガティ
ブな影響力とポジティブな影響力を区別する
ことができない。戦争や自然災害ですら
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GDPの増加に計上する。我々は経済と社会
進歩について GDPを補完し、もっと繊細で、
正確な理解のできる尺度をみつけなければな
らない”。（経済金融政策局長 ヨアキン・ア
ルムニア）
そして要旨集は
｢ヨーロッパが一体となってリードし、同
時に国連、OECD、世界銀行を含む他の機関
とも連携し、NGOや他のステークホルダー
（利害関係者）の参加も得て、GDPを超えた
尺度の必要性を訴えるという政治的合意がで
きている」と結ばれている。
1-7） サルコジ大統領の肝入りで設立されたス
ティグリッツ委員会（CMEPSP）
この流れの中で、フランス政府は、サルコ
ジ大統領の音頭で、2008年 4月、フランス国
立統計経済研究所（インセ INSEE）と、フ
ランス景気観測所（OFCE）が OECD（経済
協力開発機構）などと連携しそれらが事務局
となって「経済効果と社会進歩の計測委員
会」（CMEPSP：Commission on the Measure-
mentofEconomicPerformanceandSocialProgress）
を立ち上げた。
その長には、単なる成長主義と距離をおく
ノーベル賞受賞経済学者でコロンビア大学教
授のジョセフ・スティグリッツが就いたので、
別名「スティグリッツ委員会」とも呼ばれる。
スティグリッツは、人々の幸福や満足よりも、
経済効率追求を優先する新自由主義の批判者
として国際的にも評価されており、また、ス
ティグリッツのアドバイザーとして、同じく
ノーベル賞受賞経済学者アマルティア・セン
ハーバード大学教授がついた。またコーディ
ネーターには、IEP（パリ政治学院、通称サ
イエンス・ポー）のジャン＝ポール・フィ
ツッシ教授が、そして他の21名のメンバーに
は、「地球温暖化に関する報告書・スター
ン・レビュー（The Economics of Climate
Change 2006年10月30日発表）」で著名な、
ロンドン・スクール・オブ・エコノミックス
のニック・スターン教授、米国のコミュニ
ティの崩壊と再生を論じた『孤独なボウリン
グ』（Bowling Alone 注 15）の著者、ハー
バード大学教授のロバート・Ｄ・パットナム
氏や女性では国際フェミニストエコノミスト
協会会長のナンシー・フォーブル氏。同副会
長のジーン・ガドレイ氏やインドのフェミニ
スト経済学者ビーナ・アガルワル氏など。ス
タンフォード大学のケネス・Ｊ・アロウ教授、
プリンストン大学のダニエル・カーネマン教
授、同じくプリンストン大学のアラン・Ｂ・
クルーガー教授など、世界の名だたる経済学
者が名を連ねていた。
その報告書は、2009年 9月に出され、ウェ
ブ に アッ プ さ れ た（www. stiglitz- sen-
fitoussi.fr）。
その中には次のようなことが論じられてい
た。
｢GDPは、生活の質（Quality of Life）に
とってマイナスでも、経済効果として加算し
てしまうことが少なくない。例えば交通渋滞
はガソリン使用量を増やすなど GDP増加要
因になるが、生活の質を下げる。
生活の質にとって重要な家庭内で消費され
る家事サービスは、市場を経由しないために
GDPに計上されない。しかし近年、家事
サービスを市場を通じて購入するケースが増
え、それは、GDPに加算されるので、暮ら
しの実態がそれだけ豊かなわけではないのに、
見かけ上豊かになったように見える。
環境や持続可能性を計測する指標としては
GDPは不適切だ。
今日フランスでは、GDPのような公式指
数を信用している国民は３分の１だけといわ
れている。また、われわれの経済活動を計測
する指標として、GDPに加算されていく
“生産量”から“幸福度”に重点を移す必要
がある。“幸福度”の評価には主観的な指標
も重要だ」、として生活の質（Quality of Life
QoL）や幸福（Well-being）についての従来
からの考え方を整理しいる。
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｢従来の GDPを修正したり、違う角度か
らの指数を組み合わせなければ、社会の幸福
度や持続可能性を計測することはできない。」
と、従来からの GDP批判を論点整理し、こ
れからの出発点が示されたといってよい。
これを受けて、サルコジ大統領は、09年 9
月14日「フランスは経済発展の計測に GDP
とは異なる“ハピネス”（幸福）を折り込ん
だ」と発表。すぐに米国のフォーリンポリ
シー紙は「“ハピネス”をいうなら、GNH
（国民総幸福）の提唱者、ブータンの前国王
と、推進者の現国王にクレジットを入れるべ
きではないか」と皮肉った。
ヒマラヤの小国ブータンの GNHが、国際
的にメディアの認知を受けていることを実証
した。
1-8） 書籍になったスティグリッツ委員会報告書
この CMEPSPのレポートは2010年 5月、
“Mismeasuring Our Lives: Why GDP Doesn't
Add Up”（『我々の生活の誤った計算―な
ぜ GDPを加算してはいけないのか―』注
16）と題してペーパーバックで出版された。
最初にサルコジ大統領の「緒言」があり、
つづいて、スティグリッツ、セン、フィツッ
シの 3者の「前書き」があって、本文の構成
は、2009年 9月にウェブにアップされた、
CMEPSPの報告書の最初の部分「要約」「伝
統的 GDPの問題点」「生活の質」「持続可能
な発展と環境」の部分（第一部の第 1章の部
分約80頁）がそっくりそのまま掲載され、あ
との85頁から291頁の部分は、そっくりカッ
トされている。
まずサルコジ大統領の緒言は、
｢我々の経済効果の測定法を変えないと、
我々の行動を変えることができないと、私は
確信している。もし、我々が我々や子供たち
や孫たちの将来に、財政的、経済的、社会的、
環境的災難からのがれたいのなら、それらは
人間の起こす災難であるから、我々の生活方
法や消費の仕方、生産の仕方を変えなければ
ならない。我々の社会的組織や公共的政策を
支配している基準を変えなければならない。」
で始まっている。
現在世代だけでなく、将来世代の存続、つ
まり持続可能な発展をうたっている。
さらに「長年の間、人々は、経済が成長の
力強いエンジンだと考えてきたが、それは、
積み上がると、ある日、世界を混乱の中に投
げ込むほどの大きなリスクがあることを知
る。」などと、経済一辺倒主義の間違いを説
き、
｢ジョセフ・スティグリッツとアマルティ
ア・センとジャン＝ポール・フィツッシは、
委員会の成果を次のように述べてくれている。
“大多数の人達が、GDPは増えているのに
生活が悪くなっていると感じるのは、この指
標に限界があることである”。しかし、我々
はそうでないかのように使いつづけている。
我々は、この問題の矛盾や袋小路が、自ら
をさらけ出すのを待とう。その日は来る。し
かし、勝利は始めから分かっている結論から
ほど遠い。」
サルコジ大統領の言葉は情熱的に続いてい
る。
一方、スティグリッツ、セン、フィツッシ
の「前書き」は、冒頭「GDPを増加させる
ことを追求していくと、市民がとことんより
悪い生活に帰することになる」とし、では
GDPに代わる指標を提案するのかというと、
単一の合成指標よりも、ダッシュボード的に
その都度必要な多様な数字を抽出して使って
いく方が良いという考え方のようである。
｢我々の統計システムは多面的であり、一
つの目的のためにだけデザインされた尺度は、
別の目的には合わないからだ」としている。
しかしスティグリッツらのようなノーベル賞
受賞経済学者は、その都度必要なデータを
データベースからダッシュボード的に出して
簡単に加工して活用することができようが、
統計の専門家でもない自治体の政策立案者達
にそれを期待することは無理ではなかろうか。
持続可能な社会厚生指標を求めて
― 33 ―
まして一般の市民にはそういうことはとても
期待できないのではなかろうか。
スティグリッツ委員会はこのようにこれだ
け GDPを批判しながら、また、GDPを補完
したり止揚する指標も数多く出ているが、そ
れらを上回る指標を何ら提言することなく、
議論は終っているのである。そして、小野伸
一の分析（注17）では、「経済パフォーマン
スの代表的な指標である GDPについても、
社会の幸福を測る指標としては適切ではない
かもしれないが、かといって市場における経
済活動の評価指標が不用であるということに
はならないとスティグリッツ委員会は指摘し
ている。GDPに代表される経済指標も、市
場における経済活動についてのさまざまな情
報をもたらしてくれるという点で有用なので
ある」。この点正直いって筆者は不満を感じ
ずにいられない。
Ⅱ GDPを補完・修正する指標
ⅰ）MEW（Measures of Economic
Welfare：経済福祉尺度）
GDPを補完したり修正したりする指標の
誕生は、国連が1968年に国民所得勘定と他の
経済諸勘定との統合をはかった新しい国際基
準 A System of National Accounts（国民経
済計算体系、通称、新 SNA）を発表したこ
ろからであったといえる。
1-1） ｢成長は時代遅れ？」
新 SNAが登場して間もなく、1972年に米
国の経済学者Ｗ.ノードハウスとＪ.トービン
が「成長は時代遅れ？」（注18）と題して、
MEW（Measures of Economic Welfare：経
済福祉尺度）を提言した。
冒頭で「成長は、第 2次世界大戦後の経済
学において重大な意味をもつ発見だった」と
して「10年前経済成長策といえば、政治経済
の本流だった。経済学の理論や研究でも、最
も熱く議論されていたテーマだった。
どの政治家も公約に経済成長を高々と掲げ、
政府の主要な政策目標にもなっていた。
だが、そうした状況は劇的なまでに一変し
た。夢から覚めて気づいた批評家は、物質面
での『進歩』を盲目的に追い求め、多大な犠
牲を伴う副作用に気づかなかった経済学と経
済政策の両方を批判した」。
｢成長は国家が優先すべき課題に歪みを生
じさせ、所得分配を悪化させ、取り返しのつ
かない環境破壊をもたらしたというのだ。
ポール・エーリッヒ（Paul Ehrlich 注 19）
の次の発言は、大多数の意見を代弁していた。
『わたしたちが手に入れるべきは、個人に最
大の自由と幸福をもたらすことを目標にした
ライフスタイルであって、GNPの最大化で
はない』」。
｢GNPは経済的厚生の指標ではないため、
GNPの最大化は政策目標として不適切だと
いうエーリッヒの主張は正しい。経済学者は
みなそのことを承知しているが、経済のパ
フォーマンスを測る標準的指標として日常的
に GNPを使っているため、GNPの伝道師の
ごとき印象を与えてしまっている。」
｢GNPの明らかな問題点は、消費でなく生
産の指標である点だ（傍線筆者）。経済活動
の目的は、結局のところ消費である。このこ
とは、経済学では基本的な前提条件だが、消
費を主眼とした定義が、広範で計算も精密な
経済パフォーマンスの測定方法を、概念的に
も統計的にも経済学者はなかなか開発できず
にいる。
そこでわたしたちは、GNPと経済福祉の
違いを明白にするため、原始的かつ実験的な
経済福祉尺度（MEW）を考案した。」と高
らかにうたいあげている。
ところがここから一転トーンダウンして、
「従来使ってきた国民所得勘定やそれを基に
した生産指標の重要性を否定するつもりはな
い。事実、MEWはほとんど国民所得勘定の
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項目を並べ替えたものだ。GNPおよび NNP
（国民純生産）分析は、短期的な経済解析、
予測、政策決定の主流であり、その他の目的
でも不可欠である」と、GNPを否定するも
のではなく、MEWは GNPの項目を並べ替
え、補足しただけで、むしろ GNPの生産の
指標としての役割を評価するという視点も打
ち出している。
MEWでは
｢次の 3つの一般的分野で修正を加えた」
としている。
1） GNPの支出を、消費、投資、そして
中間に再分類
2） 消費者資本のサービス、余暇、そして
家事労働による生産の帰属
3） 都市化による不快さを部分的に調整
つまり、余暇や家事労働の生産性をMEW
に導入し、都市化による生活満足度の減少分
を調整している点が新しい。
1-2） 余暇、非市場労働（家事労働）をプラス
MEWは表 1のように、個人消費⑴をトッ
プに打ち出し、民間部門の中間支出⑵や耐久
消費財の購入⑶、その他の家計投資⑷の金額
をマイナスにし、それらを用いて生産される、
消費資本のサービスの帰属⑸、余暇⑹、非市
場的活動⑺をプラスにする。このうち非市場
的活動の中に、家事労働が含まれている。
都市化の不快さの調整値⑻を減算し、「総
消費＝実質MEW」を算出している。
1-3） GNPの骨格をそのまま
このようにノードハウス、トービンの
MEWは、
1） GNPの骨格を否定した新しい尺度を
生み出したのではなく、GNPの生産指
標としての役割を基本的に認めている。
2） GNPの支出を、消費・投資・中間に
再分類して並べかえた。
3） 消費活動のサービス、余暇、家事労働
を算出し、従来の GNPに加算している。
この考え方として「家事は直接、満足を生
むものではないが、さまざまな最終製品（食
事、健康な子供、庭など）を生み出す。家計
の持つ機具や耐久消費財が増えた場合に、市
場経済の生産力を高めた技術進歩のせめて一
部に非市場性の活動が加えられないとしたら、
驚くべきことである」。
余暇については「時間そのものが最終財に
なる（ぼんやりする、くつろぐ、休む）場合
は、控え目な解釈のようになる。だが余暇も
消費プロセスの一つのインプットである場合
は、現代のインプット（テレビ、船舶、自動
車、スポーツ器具など）に示される進歩に
よって増大する可能性は十分にある」として
いる。
MEWは「余暇」「家事労働」を算出し、
計上した点は評価できる。
ⅱ）NNW（Net National
Welfare：国民純福祉）
2-1） GNPに福祉と環境を折り込む
MEWが出た翌年の1973年、日本の経済審
議会 NNW開発委員会は『新しい福祉指標
NNW』（注20）を発表した。
冒頭で、同報告書は概略を次のように述べ
ている。
｢もともと GNPはピグーの“国民所得”
“国民分配分”に由来し、それは経済福祉の
視点から来ており、国民所得統計の創始者の
一人クズネッツの“コモディティ・フロー
法”も国民所得系列が長期にわたる経済福祉
の変化を反映するよう配慮していた。
ところが、GNPではかつての“経済福祉”
重視の角度が“有効需要”重視の角度に変っ
てしまった。そこで公害克服、福祉重視の意
識の盛り上りとともに、福祉サイドからの国
民所得推計の必要性の気運が再興した。」（傍
線筆者）
しかし「有効需要指標としての GNPと福
祉指標としての NNWは、決して分析用具
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表１ MEW（Measures of Economic Welfare, Actual and Sustainable, Various Years, 1929-65）
（billions of dollars, 1958 prices, except lines 14-19, as noted）
1929 1935 1945 1947 1954 1958 1965
1 Personal consumption, national income and
product accounts
139.6 125.5 183.0 206.3 255.7 290.1 397.7
2 Private instrumental expenditures -l0.3 -9.2 -9.2 -10.9 -l6.4 -l9.9 -30.9
3 Durable goods purchases -l6.7 -l1.5 -12.3 -26.2 -35.5 -37.9 -60.9
4 Other household investment -6.5 -6.3 -9.1 -10.4 -l5.3 -19.6 -30.1
5 Services of consumer capital imputation 24.9 17.8 22.1 26.7 37.2 40.8 62.3
6 Imputation for leisure
B 339.5 401.3 450.7 466.9 523.2 554.9 626.9
A 339.5 401.3 450.7 466.9 523.2 554.9 626.9
C 162.9 231.3 331.8 345.6 477.2 554.9 712.8
7 Imputation for nonmarket activities
B 85.7 109.2 152.4 159.6 211.5 239.7 295.4
A 178.6 189.5 207.1 215.5 23l.9 239.7 259.8
C 85.7 109.2 152.4 159.6 211.5 239.7 295.4
8 Disamenity correction -l2.5 -l4.1 -18.1 -l9.1 -24.3 -27.6 -34.6
9 Government consumption 0.3 0.3 0.4 0.5 0.5 0.8 1.2
10 Services of government capita1 imputation 4.8 6.4 8.9 10.0 1l.7 14.0 16.6
11 Total consumption=actual MEW
B 548.8 619.4 768.8 803.4 948.3 1,035.3 1,243.6
A 641.7 699.7 823.5 859.3 968.7 1,035.3 1.208.0
C 372.2 449.4 649.9 682.1 902.3 1,035.3 1,329.5
12 MEW net investment -5.3 -46.0 -52.5 55.3 13.0 12.5 -2.5
13 Sustainable MEW
B 543.5 573.4 716.3 858.7 961.3 1,047.8 1,24l.1
A 636.4 653.7 771.0 914.6 981.7 1,047.8 1,205.5
C 366.9 403.4 597.4 737.4 915.3 1,047.8 1,327.0
14 Population (no. of mill) Actual MEW per capita 121.8 127.3 l40.5 144.7 163.0 174.9 194.6
15 Dollars
B 4,506 4,866 5,472 5,552 5,818 5,919 6,391
A 5,268 5,496 5,861 5,938 5,943 5,919 6,208
C 3,056 3,530 4,626 4,714 5,536 5,919 6.832
l6 Index（l929＝100）
B 100.0 108.0 121.4 123.2 129.1 131.4 14l.8
A l00.0 104.3 111.3 112.7 112.8 112.4 117.8
C l00.0 115.5 151.4 154.3 181.2 193.7 223.6
Sustainable MEW per capita
17 Dollars
B 4,462 4,504 5,098 5,934 5,898 5,991 6,378
A 5,225 5,135 5,488 6,321 6,023 5,991 6,195
C 3,012 3,169 4,252 5,096 5,615 5,991 6,819
18 Index（1929＝100）
B l00.0 l00.9 114.3 133.0 132.2 l34.3 142.9
A l00.0 98.3 105.0 121.0 115.3 114.7 118.6
C l00.0 l05.2 141.2 169.2 186.4 198.9 226.4
19 Per capita NNP
Dollars 1,945 1,205 2,401 2,038 2,305 2,335 2,897
l929＝l00 l00.0 78.0 155.4 131.9 149.2 151.1 187.5
Note：Variants A, B, C in the table correspond to different assumptions about the bearing of technological progress on leisure and nonmarket
activities. See section A. 3. 2. below, for explanation.
Source：Appendix Table A. 16.
出典：Nordhaus, W. and Tobin, J., 1972, “Is Growth Obsolete?” Economic Growth, National Bureau of Economic Research.
として相反する位置にあるのではなく、われ
われは両方とも必要であるという立場に立
つ」と、MEWと同様、GNPを修正し止揚
する尺度でなく、むしろ補完する尺度である
ことを明言している。
2-2） NNW No.1 で余暇、市場外活動（家事労
働）を計上
NNWの試算表には、NNW No.1とNo.2が
ある。
NNW No.1では「余暇時間」と「市場外活
動（家事労働）」が加算されている（但しNo.
2ではこの 2項目は削除されている）。MEW
ではきちんと算出され、生活の福祉面を把握
できる重要な項目と考えられているが、
NNW No.2ではとくに家事労働が削除されて
いることは非常に残念で、日本の男性経済学
者の生活の福祉面への考え方が十分確立して
おらずゆらいでいるように思われる。
2-3） ジェンダー経済学の始祖ともいえるガル
ブレイスは―
ちなみに男性経済学者でもＪ・Ｋ・ガルブ
レイス（1908〜2006）は1970年代の著書（注
21）の中で当時家事労働の多くを担っている
（日本では今も）女性の経済的役割が経済学
の理論では“隠蔽”されてきたとして次のよ
うに論述している。（要点のみ）
｢経済学においては、ほとんどまったくほ
めたたえられたことのない真理がある。その
真理とは、財・サービスの生産が管理・経営
を必要とするのと同様に、財・サービスの消
費もまた管理を必要とする。生産の管理も消
費の管理も必要性の上では同等である。
この真理を認めると、消費に果たす女性の
役割が注目を集めるという重大な危険が生じ
るので、新古典派モデルは、女性の役割を隠
すのにおあつらえむきの隠れみの“世帯”の
概念を導入し、それを“個人”とまったく同
じものとして扱う。新古典派理論では個人の
選択と世帯の選択は必要とあらばいつでも取
り替えることができる。
もし家事を処理してくれる女性がいなけれ
ば、消費をふやしていく可能性は大きく制約
されざるをえない。
しかし、消費を促進する女性の労働は、国
民所得でも国民生産でも全く評価されていな
い。女性の経済的役割も、女性を家族ないし
家計の中に埋没させることで隠蔽され表に出
ないようにされている。
しかもその隠蔽はだいたい成功している。
毎年数10万人もの女性が経済学を勉強しなが
ら、自分たちがどう使われているのかについ
て重大な疑惑を抱きはじめることもないほど
に―。」（注22）
この家事労働を、国民の算出としてとらえ
ることはMEWで始まり、後述する ISEW/
GPIでも重視されている。NNWが、No.2で
家事労働を削除したことは、ジェンダー的な
偏見よりも、市場を経由しない家庭内生産を
計上することを問題視したためと解釈したい
が、しかしそれでは GDPを補完する意味が
薄れよう。
ついでながら家庭内で主として女性が担っ
ている無償労働としての家事・育児・介護に
ついて、非市場労働（市場を経由しない、対
価を支払われない無償労働＝アンペイド・
ワーク）の経済価値の測定については、1995
年の国連の北京での第 4回世界女性会議で、
採択された行動綱領で、アンペイド・ワーク
の存在に光を当てることを求める項目が盛り
込まれた。1997年 5月15日に、経済企画庁
（当時）は、「無償労働」の評価額の試算を発
表している（注23）。
（これらの動きより10数年早く、伊藤セツら
は1980年の都市勤労者夫妻の生活時間調査に
基づいて、妻の家事労働の金銭評価を行なっ
ている。注24）
その後研究者の成果物として1999年に
『「家事の値段」とは何か』（注25）や2000年
に『アンペイド・ワークとは何か』（注26）
などが出版され、主として主婦が担ってきた
持続可能な社会厚生指標を求めて
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非市場労働の経済価値に光が当てられるよう
になっている。
2-4） 環境勘定を折り込む
NNWについてその他特筆すべきは「環境
維持経費」「環境汚染」「都市化に伴う損失」
が算出され、三者が NNW値から減算され
ていることである。
この環境負荷が算出され、減算されている
ことは、先行するMEWでははっきりとは
推計されておらず、1973年当時としては画期
的といえる。その後登場する GDPを補完す
る指標では、ISEW/GPI、及び日本の GPI
（次項参照）で、環境負荷を、水質汚濁、大
気汚染、騒音公害、湿地帯の損失、農地の損
失などの項目でとらえて減算している。
SEEA（Handbook of National Accounting:
Integrated System of Environmental and Eco-
nomic Accounting 環境・経済統合勘定
（ⅳ）SEEA参照））では、経済勘定として
の GDPに本格的に環境勘定を折り込んだ。
また、近年の筆者の提唱する HSMで環境指
標を入れているほか、HPI（The Happy
Planet Index 地球幸福指数（ⅵ）HPI参
照））でエコロジカル・フットプリント値を
折り込んでいる。
｢環境維持経費」は、政府、民間の公害防
止ストックからの年年の帰属サービスの額に、
政府の公害対策費〈資本形成分を除く〉を加
えた額としている。
MEWでは、環境問題にふれながらも、環
境維持の価値の推計にまでは至っていなかっ
た。日本には、国や自治体の公害対策費の
データが1968年から存在していたことも幸い
した。
｢環境汚染」には代表的な環境汚染因子と
して次のものをとり、それぞれについて各年
次の全国排出量を推計している。
ⓐ水質汚濁――BOD（生物化学的酸素要
求量）
ⓑ大気汚染
SOx（いおう酸化物）
すす・ふんじん
固定発生源
移動発生源
―自動車排出ガス
NOx（窒素酸化物）
CO（一酸化炭素）
HC（炭化水素）
ⓒ廃棄物 産業廃棄物
一般廃棄物
この推計について NNW報告書では 14頁
にわたり詳細なデータを収集し、集計分析し
ている。
高度成長期の1960年代、公害問題が頻発し、
1970年に環境庁が設立され、70年代は 2度の
オイルショック（第 1次73年、第 2次78年）
に見舞われ、NNWの発表された70年代初め
は、経済成長第一主義への悲観論が横行して
いた時代であった。
｢有効需要に偏るのではなく、福祉を重視
した経済指標を」という NNWの発想の由
来も、そういう時代背景にあった。
しかし、福祉尺度とはいっても、貨幣評価
のむずかしさから、人間の幸福度、満足度に
は立ち入らない―と NNWの限界も明記し
ている。
ⅲ）ISEW/GPI（持続可能な
経済厚生指標／真の進歩指標）
 ISEW
3-1） ハーマン・ディリーとコブ Jr. が開発
MEWと NNWのあとを受け、本格的に
GDPを止揚する指標にとり組まれたのが
ISEW/GPIである。ISEW（持続可能な経済
厚生指標）は、1980年代末にハーマン・ディ
リーとコブ Jr.によって開発され、GPI（真
の進歩指標）は、その進化形として1990年代
末にコブ Jr.の子息クリフォード・コブらに
よって開発された。
ハーマン・ディリーと、ジョン Ｂ．コブ
Jr.は、1989年の共著の for the common good
持続可能な社会厚生指標を求めて
― 39 ―
（我々共通の善のために）（1994年再版刊）
（注27）の補遺の中で、ISEWを詳細に紹介し、
1950年から1990年までの試算結果も出してい
る。ISEWの研究で、ハーマン・ディリーは、
もう一つのノーベル賞と呼ばれる「ライト・
ライブリフッド賞」を1996年に受賞している。
ディリーとコブ Jr.は、ノードハウスと
トービンのMEW（経済福祉尺度、1972年）
や日本の経済審議会 NNW開発委員会の
NNW（国民純福祉、1973年）などの既存の
指標を参照し種々言及しながら、それらの成
果をふまえて、新に ISEW（持続可能な経済
厚生指標）を提案している。
ISEWは GDPを改善し地球環境の持続可
能性により特化した経済指標である（但し、
1993年に国連が発表した SEEA〈環境・経
済統合勘定〉には言及できていないのは時期
的に無理からぬことであった）。
GDPと同様に「個人消費」はそのまま導
入している。ISEWの各指標は次のように
なっている。各コラムについての同著の説明
を少しとり入れつつ紹介する。
3-2） ｢ISEW」（持続可能な経済厚生指標）（＋
は加算、−は減算することを示す）
コラムＡ ｢年」
コラムＢ ｢個人消費」（GDPに用いられ
ているのと同じ）
コラムＣ ｢分配の不平等指数」（0と 1の
間の数値で所得の不平等を表わ
すジニ係数でなく、高位 5分位
階層と低位 5分位階層それぞれ
の所得のシェアにおける変動を
計算し、1951年を100とする指
数で出す）
コラムＤ ｢加重個人消費」（コラムＢ〈個
人消費〉をコラムＣ〈分配の不
平等指数〉で割り、100をかけ
たもの）
コラムＥ （＋）サービス・家事労働（料
理・掃除・育児など家庭内の仕
事）は市場を通さないが経済的
厚生に貢献している
コラムＦ （＋）サービス・耐久消費財（耐
久消費財から毎年得る価値のみ
を計算し、加算。コラムＩで、
耐久財への実際の支出を差し引
いている）
コラムＧ （＋）サービス・高速道路、道路
（道路の用役の年価値は算出さ
れておらず、道路や高速道路の
保有価値の推定から計算）
コラムＨ （＋）健康および教育の改善への
公共支出（教育と健康に使われ
る政府支出の一部を厚生に貢献
するものとみなして算入）
コラムＩ （−）耐久消費財への支出（家計
の耐久消費財への支出をマイナ
スとして差し引く。その理由は
コラムＦで説明）
コラムＪ （−）防御的個人支出。保険、教
育（このコラムはコラムＨと反
対である。厚生に貢献しない教
育や保険への支出を差し引く）
コラムＫ （−）通勤費用（通勤のために消
費者がポケットから支払う費用
を差し引く）
コラムＬ （−）環境汚染に対する個人的費
用（環境汚染が家庭に課す経費
は、空気・水のろ過器のように
個人的な汚染対策機器に対する
自衛的支出として必要なもので
ある）
コラムＭ （−）自動車事故への支出（事故
による損害は工業化と交通量の
増加による実質費用を示してい
る）
コラムＮ （−）水質汚染費用（水質への損
害。主として発生源を特定でき
る流出による損害〈下水や工業
排水〉）
コラムＯ （−）大気汚染費用（大気汚染の
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費用の見積額を、次の６種類に
分類。①農業植物への損害、②
物的損害、③汚染物質の洗浄費
用、④酸性雨による損害、⑤都
市の不快さおよび⑥美観）
コラムＰ （−）騒音公害費用（1972年に米
国で騒音公害によって引き起こ
された損害金額は、1972年議会
季刊（Congressional Quarterly
Almanac）によればWHO〈世
界保健機関〉によって40億ドル
と見積もられた）
コラムＱ （−）湿地帯の損失（湿地帯から
の便益の流れの損失は、累積過
程である。つまり60万エーカー
の湿地帯が 2年間で埋め立てら
れるか、干拓された場合には２
年目の末に、損失は120万エー
カーの湿地帯から流出する便益
の流れと等しくなる）
コラムＲ （−）農地の損失（一方で幹線道
路の建設を含めた都市の拡張が、
舗装によって常に生産から土地
を奪っている。他方で侵食、お
よび有機物の分解によって土壌
を破壊する劣悪な土地管理が、
その土地の生産性を低下させ
る）
コラムＳ （−）再生不可能な資源の枯渇
（我々は再生不可能な資源の枯
渇を、現在の世代の資本勘定か
ら差し引かれるべき将来の世代
によって負担される費用と考え
ている）
コラムＴ （−）長時間の環境への損害（鉱
物資源および燃料資源を消費す
ることに加え、我々の集団的行
動性向は、長期的な影響を有す
る産業廃棄物を環境中に投棄す
ることで、将来の負担ともな
る）
コラムＵ （−）オゾン層破壊（北極および
南極上空のオゾンホールの発見
は大多数の科学者達をして、ク
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図１ １人当たりGNPと１人当たり ISEW
注：PC-ISEW＊は，「再生不可能な資源の枯渇」と「長期間の環境への損害」を減算しない場合の 1人当たり ISEW。
出典：Daly H. E. and Cobb J. B., Jr. 1989, 1994, for the common good, Beacon Press. p.464.
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ロロフルオルカーボン＜フロン、
CFC＞が太陽の紫外線を防ぐ
ために決定的に重大な損傷を与
えることを発表させた）
コラムＶ （＋）純資本成長（時を経て持続
されるべき経済的福祉のため、
増大する人口の需要に応えるべ
く、資本供給が成長する必要が
ある）
コラムＷ （＋）国際的な資本収支の純変化
（米国の正味国際資本収支は米
国人の海外投資額から外国人の
対米投資額を差し引いた額とし
て計測される。正味国際資本収
支の年間増減率は、米国が正味
貸越し＜プラスである場合＞か
正味借り越し＜マイナスである
場合＞かを示す。プラスの場合
は、米国は資産増大の効果を得、
マイナスの場合は逆に債務超過
となる。我々は経済の持続性の
計測値のひとつとして正味国際
資本収支の年間増減率を含め
た）
コラムＸ ｢ISEW合計」
コラムＹ ｢一人当たりの ISEW」
コラムＺ ｢GNP」
コラムＡＡ ｢国民一人当たり GNP」
こうして集計された ISEW（一人当たり、
及びコラムＳとＴをのぞいた一人当たり
ISEW）と一人当たり GNPは図 1のように
なる。
 GPI
3-3） クリフォード・コブらが開発
GPIは前述したように、ジョン・コブ Jr.
の子息、クリフォード・コブらによって米国
西海岸にあるNPOの Redefining Progress
（進歩の再定義）を拠点に、90年代末に
ISEWの進化形として開発された。
ＡからＺまでのコラムが、さらにきめ細か
に充実したものとなっている（ ）内の＋は
加算、−は減算。各コラムは ISEWとダブ
ル項目も多いので説明を省略する（注28）。
コラムＡ （＋）｢個人消費」
コラムＢ （＋／−）｢分配の不平等指数」
コラムＣ ｢加重個人消費支出」
コラムＤ （＋）｢無報酬の家事労働、育児」
コラムＥ （＋）｢ボランティア労働で提供
されたサービス」
コラムＦ （＋）｢耐久消費財で生み出され
たサービス」
コラムＧ （＋）｢道路および高速道路で生
み出されたサービス」
コラムＨ （−）｢犯罪の費用」
コラムＩ （−）｢家庭崩壊の費用」
コラムＪ （−）｢余暇時間喪失の費用｣
コラムＫ （−）｢不完全雇用の費用」
コラムＬ （−）｢耐久消費財費用」
コラムＭ （−）｢通勤の費用｣
コラムＮ （−）｢家庭汚染軽減の費用」
コラムＯ （−）｢交通事故の費用」
コラムＰ （−）｢水質汚濁の費用｣
コラムＱ （−）｢大気汚染の費用」
コラムＲ （−）｢騒音公害の費用」
コラムＳ （−）｢湿地帯の喪失｣
コラムＴ （−）｢農地の喪失」
コラムＵ （−）｢再生不能資源の喪失｣
コラムＶ （−）｢長期的環境破壊」
コラムＷ （−）｢オゾン層破壊の費用」
コラムＸ （−）｢原生林喪失｣
コラムＹ （＋／−）｢純資本投資」
コラムＺ （＋／−）｢正味国際資本収支」
コラムAA ｢GPI」
コラムAB ｢一人当たり GPI」
コラムAC ｢GDP」
コラムAD ｢一人当たり GDP」
 日本のGPI の計測
3-4） 5 名のメンバーで算出
“日本でも GDPを補完する指標 GPIを算
出しよう”という思いが集まって「日本の
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GPI研究グループ」が立ち上がったのが2002
年 7月 5日であった。㈱イースクエア会長で
あり、NPO法人・フューチャー500の理事長
でもある木内孝のコーディネイトで、カナダ
のブリティッシュ・コロンビア大学での留学
の縁で、木内が、和田喜彦（現同志社大学経
済学部教授）、中野桂（現滋賀大学経済学部
教授）に呼びかけ、また兵庫県立大学教授の
牧野松代と筆者の計 5名がメンバーとなった。
和田は当時札幌大学に勤務しており、北海
道から、中野は滋賀県から、牧野は神戸から、
皆超多忙の中を、2〜 3ヶ月に一回ぐらい、
東京港区のイースクエアの事務所に集まった。
最終会合は2003年 6月21日だったと思う。
まず米国の Redefining Progressのクリ
フォード・コブに日本版 GPIを開発するこ
とについての許可を求めたところ、快諾を得、
大変好意的に資料なども送っていただいた。
皆遠隔地にいて連絡もつきにくい中を、中
野桂がメルマガを立ち上げてくれ、こまかい
ニュアンスも伝えあうことができた。
また2003年 3月の春休みには、中野の企画
で、滋賀県の琵琶湖コンファレンスセンター
で一泊の合宿もし、交流を深めた。
データ収集は全員で行ない、計算は、中野
が中心になり、和田、牧野も分担して行なっ
た。筆者は GDP、NNW、SEEA（環境・経
済統合勘定）から ISEW、GPIへシフトして
いく背景分析を担当した。
3-5） 日本のGPI の計算項目のA to Z
コラムＡ （＋）｢個人消費」
コラムＢ （＋）｢所得分配指数」
コラムＣ （＋）｢所得不平等調整済個人消
費」
コラムＤ （＋）｢家事労働と子育ての価値」
コラムＥ （＋）｢ボランティア活動の価値」
コラムＦ （＋）｢耐久消費財のサービス」
コラムＧ （＋）｢公的資本のサービス」
コラムＨ （−）｢犯罪の費用」
コラムＩ （−）｢家庭崩壊の費用」
コラムＪ （−）｢失業のコスト｣
コラムK-1 （−）｢過重労働のコスト」
コラムK-2 （−）｢不完全雇用のコスト」
コラムＬ （−）｢耐久消費財のコスト」
コラムＭ （−）｢通勤の費用｣
コラムＮ （−）｢家庭汚染軽減の費用」
コラムＯ （−）｢交通事故の費用」
持続可能な社会厚生指標を求めて
― 43 ―
図２ 日本のGDP vs GPI（per capita）
日本の GPI研究グループ 2003年 9月
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コラムＰ （−）｢水質汚濁の費用｣
コラムＱ （−）｢大気汚染の費用」
コラムＲ （−）｢騒音の被害の費用」
コラムＳ （−）｢湿地の損失｣
コラムＴ （−）｢農地の損失」
コラムＵ （−）｢非再生資源の枯渇｣
コラムＶ （−）｢長期的環境損失」
コラムＷ （−）｢オゾン層の破壊」
コラムＸ （−）｢森林の損失｣
コラムＹ （＋）｢純資本投資」
コラムＺ （＋／−）｢対外純貸付」
コラムAA ｢GPI」
日本の GPIの計算結果は図 2のように
なった。
ISEW又は GPIを計算している国は、世
界に13カ国あるとされている。オーストラリ
ア、オーストリア、カナダ、チリ、デンマー
ク、ドイツ、イタリア、韓国、オランダ、ス
ウェーデン、英国、米国それに日本だ。その
うち 8カ国のグラフが英国の環境 NGO「地
球の友」（FoE）のホームページで公開され
ている（図 3）。
3-6） 閾値仮説（Threshold Hypothesis）
図 1、図 2および図 3でみるように、どの
国でも当初は、一人当たり GDPと一人当た
り ISEW/GPIは、並行して伸びているが、
ある一点を過ぎると一人当たり GDPはその
まま成長していっても、人間の幸福感や満足
度にかかわりをもつ一人当たり ISEW/GPI
の値はある一点まで成長するがそこからは一
人当たり GDPは成長しても、一人当たり
ISEW/GPIは乖離していく。この現象をと
らえて「どの社会でも経済成長は生活の質の
向上をもたらすが、しかし、ある一定の点
（閾値）までであり、それを越えると経済は
成長しても生活の質は低下していく」として
「閾値仮説」を唱えているのが、マンフレッ
ド・マックス＝ニーフである（注29）。
ところでその後、ISEW/GPIの新たな算
出国は増えず、英国の FoEのホームページ
のグラフの掲載国はいぜんとして 8カ国のま
まである。
ⅳ）SEEA（環境・経済統合勘定）
4-1） 地球サミットで採択されたアジェンダ21
にもとづいて誕生
経済勘定だけの GDPに環境勘定を折り込
んだ「環境・経済統合勘定」が公式に発案さ
れたのは、1992年の国連の地球サミット（国
連環境開発会議）で採択されたアジェンダ21
の第 8章Ｄの提言にもとづいてのことで、
1993年、SEEA（Handbook of National Ac-
counting: Integlated System of Environ-
mental and Economic Accounting『国民経済
計算ハンドブック「環境・経済統合勘定」』）
が発刊された。
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図３ 8カ国の 1人当たりGDPと 1人当たり ISEW/GPI との時系列グラフ
出典：http://www.foe.co.uk/community/tools/isew/international.html
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1993年の国連のSEEAの報告書（SEEA
93）は、95年 3月に当時の経済企画庁経済研
究所国民所得部（現・内閣府経済社会総合研
究所国民経済計算部）から『国民経済計算ハ
ンドブック「環境・経済統合勘定」』として
日本語訳されている。
有吉範敏（熊本大学・当時。現下関市立大
学）の「グリーン GDPと持続可能な発展
（注 30）」によると、「国連事務局統計部は
1980年代後半頃から各国が環境と経済に関す
る統合データセットを作成し、そこから持続
可能な発展に関するマクロ指標を引き出すこ
とができるような新しい統計体系の開発に着
手してきた。それが SEEAと呼ばれるもの
である」として SEEAには 2つの特徴があ
るとし、
｢第 一 に SNA（System of National Ac-
counting 国民経済計算体系）では記録の対
象になっていなかったか、もしくは軽視され
ていた『非生産自然資産』に関するデータを
記録の対象として重視したこと。
つまり、水、大気、土地（生態系や土壌を
含む）、地下資源および野生生物相のような、
人間の手によって生産されたものでない自然
資産を、非生産自然資産として記録の対象に
したこと。
第二にグリーン GDPと呼ばれている概念
（一般に GDPと呼ばれている経済指標から
環境面を修正した GDP概念）を提案したこ
とである。」
GDPでは計上していない、水、大気、土
地（生態系や土壌を含む）、地下資源や野生
生物相の減耗・劣化をとらえることで、環境
悪化の実態がとらえられる。
また、生産者や消費者による環境悪化をく
いとめるための支出が、国民の福祉を低下さ
せているのに、GDPでは加算するので、逆
に環境悪化が経済効果として GDPが増加し
てしまうということを修正する。この２点の
修正を加えている勘定体系が SEEAである。
4-2） 日本でもSEEAの算出は現在も継続中
こうした状況を受け、各国で SEEA93や
それにかわる勘定体系の研究開発が進み、日
本も92年度から経済企画庁経済研究所（現・
内閣府経済社会総合研究所）のもとに日本版
SEEA（環境・経済統合勘定）の研究開発に
とり組まれてきた。
92年度から2003年度まで（ 1期 3年度× 4
期にわたり）環境省の研究費のもとで共同研
究に一員としてたずさわってきた国立環境研
究所の森口祐一によれば、その後は、環境省
の研究費ではなく、内閣府自前の予算で研究
が続けられている。その結果は、内閣府経済
社会総合研究所国民経済計算部が編纂してい
る「季刊国民経済計算」で報告されており、
最新では2009年12月発行の第140号が SEEA
の報告書（「環境・経済統合勘定の推計作業
報告書」）になっている。
4-3） 経済活動と環境負荷のハイブリッド型統
合勘定
この間の主な研究内容は、2008年度まで、
内閣府の環境・経済統合勘定の推計作業の研
究会委員を務めた有吉範敏（下関市立大学）
の論文（注 31）によると、2001年度からは
“経済活動は貨幣単位で表示し”、“環境負荷
は物量単位のまま表示する”という「経済活
動と環境負荷のハイブリッド型統合勘定」の
研究開発を行い、2004年10月にその推計結果
を公表するに至った（内閣府経済社会総合研
究所国民経済計算部、2004、「新しい環境・
経済統合勘定について」）。
ハイブリッド型統合勘定は、1990年代初頭
にオランダ中央統計局によって開発され、
SEEA93の改訂版である SEEA2003（注32）
の編纂にも貢献したNAMEA（ナミア）
（National Accounting Matrix including Envi-
ronmental Accounts）（注33）と呼ばれる勘
定体系に準拠しながら、日本独自に改良した
ものである。その特徴は、経済活動を貨幣単
位で表示する一方で、環境負荷を物量単位の
持続可能な社会厚生指標を求めて
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ままで表示していることである。
4-4） 地域版 SEEAにとり組む
ところで、すべての環境問題は個々の地域
で発生し、その影響が広い範囲に及んでいく。
そのため、地域レベルで環境・経済統合勘定
を作成し、他地域との連関を調べることは政
策立案や評価に有効である。地域版 SEEA
や地域版 NAMEAは、いくつかの先行事例
があるが、近年の内閣府の「季刊国民経済計
算 No.140、09年12月」では第 1章で地域版
ハイブリッド型統合勘定の推計として、兵庫
県などの推計が発表されている。
地域版ハイブリッド勘定の計測は、すべて
の都道府県に共通の重要政策課題である廃棄
物問題を、経済循環と物質循環の両面からと
らえることができる。
地域版につづいて、「企業環境会計」や
「自治体環境会計」とリンクさせていくこと
で「日本版環境・経済統合勘定」を含め、担
当者同志が交流し、修正・改良を通じ、有効
な政策立案が可能となる。
SEEAはこのように深化し、進化してい
る。しかし、これらの調査結果が、研究者段
階に止まらず、一般市民にも分かりやすく政
策への反映という形で示される必要があるの
ではなかろうか。
ⅴ）HDI（Human Development In-
dex 人間開発指数）
5-1） 3種の定量データの平均値
｢出生時の平均余命（Hl）」と「教育指数
（成人識字率に 2/3のウェイトをかけたもの
と、初・中・高等教育の総就学指数に 1/3の
ウェイトをかけたものの合計）（He）」、と
「一人当り GDP（購買力平価表示）（Hy）」
の 3つの数字を合計して 3で割るだけの最も
単純な指標が UNDP（United Nations Devel-
opment Programme 国連開発計画）が1990
年からもう20年間も毎年『人間開発報告書』
（HDR）で世界各国の指数を発表している
HDI（Human Development Index 人間開
発指数）である。
発案者は、パキスタンの経済学者で、1989
年から1995年まで UNDP総裁特別顧問を勤
め、UNDPが依頼した専門家チームを率い
て指数化したマブーブル・ハック（1934〜
1998）である（注34）。
そして、ハックの専門家チームのトップに
経済学者アマルティア・センがいた。
アマルティア・センといえば、人間の満足
や幸福の追求の研究を目的の一つとする経済
学の研究分野、アーサー・ピグー（1877〜
1959）を中興の祖とする「厚生経済学」の近
年の大きな貢献者（1998年、厚生経済学と社
会的選択の理論でノーベル経済学賞を受賞）
である。
センは「ひとがその達成に成功するさまざ
まな『機能』（すなわちひとがなしうること）
と、ひとがこれらの機能を達成する『潜在能
力』に関心を集中するアプローチ」をテーマ
にし、「効用の他の 2つの見方―幸福と欲望
充足という見方―は福祉の理論の基礎とし
てまぎれもない資格をもっている」（注35）
と述べている
このアマルティア・センの提唱している、
人々の幸福に大きな役割を果す「潜在能力ア
プローチ」を応用して、HDIは開発された。
この節の冒頭で述べたように HDIは、3
つの定量データから次のシンプルな数式で算
出される。
HDI＝
Hl＋He＋Hy
3
5-2） ハックを再評価したアマルティア・セン
HDIの開発者の一人マブーブル・ハック
は 1998年に亡くなっているが、センは
UNDPの1999年版『人間開発報告書』の中
で、次のように述べている。
｢HDIは長寿・教育・一人当り所得の 3つ
の異なった指数に基いており、GDPのよう
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に経済的な豊かさだけに焦点を当てているわ
けではない。
私はこの指標の開発を手伝う機会に恵まれ
たのだが、当初 HDIそのものにはさほど大
きなメリットがあると見ていなかった。
私は人間開発報告書の発案者であるマブー
ブル・ハックに対し、この種の不十分な指標
に的を絞ることに強い疑念を表明した。
ハックは“GDPほど人間生活の社会的側
面に無理解ではない尺度が必要だ”と言った。
ハックは望み通りのものを手に入れることが
できたと私は認めざるをえない。
そして彼に荒削りな尺度を追い求めるのを
あきらめさせなくてよかったと安堵してい
る。」（注36）
このセンの手記が GDPの問題点と HDIの
存在意義を物語っているといえる。
5-3） HDR発刊20周年
1990年から毎年発行されている HDR（人
間開発報告書）は、2010年で発刊20周年を迎
えた。2009年10月27日〜30日に韓国釜山市で
開催された OECD（経済協力開発機構）の
第 3回国際会議（100カ国から約2000人が集
まった）で、HDIを算出し HDRを発刊して
いる UNDP（国連開発計画）は「2010年に、
HDR発刊20周年になるので、その内容を検
討するセッションを持ちたい」と、開会 3日
前に筆者のところへもメールが来て、大会 2
日目の昼に、そのセッションはもたれ、各国
から約30人が集まり、日本からも、早大の西
川潤名誉教授、東大の池本幸生教授、阪大
（当時・現関西大学）草郷孝好教授らも出席
されていた。
UNDPの人間開発部ジェニ・クルーグマ
ン部長は多くのステークホルダーから HDR
への意見や新しい提案を求めた。筆者大橋は、
「HDIには、持続可能性指標に必要なトリプ
ル・ボトムライン（「社会」、「環境」、「経
済」）のうち、「環境」が入っていないので、
エコロジカル・フットプリント値などを入れ
てはどうか」。
また「“民主主義”は“最大多数の最大幸
福”の提唱者英国の哲学者（および経済学
者・法学者・功利主義の提唱者）ジェレミ・
ベンサム（1748〜1832）が“政府の本来の目
的は『最大多数の最大幸福』であり、それを
実現する政治体制は、『代表制民主主義』し
かありえない”と言っているように、人々の
幸福の重要な要素であるので“民主主義”を
入れてはどうか」と提案した。
5-4） HDR20周年号は「国家の真の豊かさ」
2010年に入り、7月15日に来た UNDPの
メールでは、UNDPはオックスフォード大
学の「オックスフォード貧困と人間開発計
画」OPHI（Oxford Poverty & Human De-
velopment Initiative）と新しい貧困尺度の開
発にとり組むことに着手した。その尺度
（MPI：Multidimensionable Poverty Index）
は貧困な人達の多次元の像をとらえ、その人
達に資源をより効率的に配分するものである
―としている。
その多次元的貧困尺度（MPI）は、OPHI
と UNDPで開発され、UNDPの HDIの20周
年記念号に展開される。MPIは1997年から
HDRに折り込まれていた、HPI（Human
Poverty Index）にとってかわるものである。
2010年版 HDRは11月に発刊される。MPI
を開発した OPHIの部長サビーナ・アルカ
イア博士は「MPIは最貧の世帯の直面して
いる生きた実態を明らかにし、解決するため
の高度な分光器のレンズのようなもの」と
語っているという。
サビーナ・アルカイア博士といえば、ブー
タンでの2008年の第 4回 GNH国際会議でと、
2009年の第 3回 OECD国際会議でもお会い
している。貧困研究の第 1人者で、ブータン
の GNH（国民総幸福）の調査方法、集計分
析方法につきアドバイスし、高度な論文を発
表していることは、拙書『幸福立国ブータ
ン』（注37）でも紹介した。
持続可能な社会厚生指標を求めて
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UNDPからの2010年 9月28日のメールで
は、サビーナ・アルカイア博士の「HDI論
文『人間開発と定義、批判、関連する概念』」
と題する96頁の論文が添付されており、“人
間開発の概念を論じ、2010年の HDRの定義
へ変革する。国連のミレニアム開発目標
（MDGs）と人権、人間の安全、幸福と人間
開発の関係を学究的に明らかにする”として
いる。
UNDPが、国連のミレニアム開発目標
（MDGs）のトップにあげられている「極度
の貧困と飢餓の撲滅」を HDR20周年のテー
マの中心にし、特集号を出すということは意
義のあることと実感した。
2010年11月に到着した『HDR2010』のサ
ブタイトルは「国家の真の豊かさ―人間開発
への道筋」であり、第 5章「不平等と貧困を
計るための新機軸」で、3つの新たな多次元
的尺度として、“さまざまな次元での不平等
を計る―不平等調整済み HDI”と、“ジェン
ダーに関する不平等を計る―ジェンダー不平
等指数（GII : Gender Inequality Index）”と
“貧困を計る―多次元貧困指数（MPI : Multi-
dimensional Poverty Index）”が紹介されてる。
そして GIIの各国値は pp.156-159に紹介され、
MPIの各国値は pp.161-163に紹介されてい
る。但しMPI値は HDI（人間開発指数）の
国際ランクで日本を含む 1位から27位の人間
開発指数トップクラスの国は除かれている。
ⅵ）HPI（Happy Planet
Index 地球幸福指数）
6-1） 幸福を長寿と満足度と環境で測る
｢生活満足度」と「平均余命」を掛け算し、
それを「エコロジカル・フットプリント」
（注38）値で割るとう、単純といえば単純な
指標が、英国のニューエコノミクス財団
（The New Economics Foundation：nef）が
算出している HPI（The Happy Planet Index
地球幸福指数）である。nefについてイン
ターネットで入手した資料で紹介すると、以
下のようになる。
nefは英国の独立系のシンク＆ドウタンク
で、人々と地球にかかわる経済学を奉じてい
る。「経済」と「環境」と「社会」に関する、
革新的な解決を推進することで生活の質
（Quality of Life：QoL）を改善することをめ
ざしており、パートナーシップで共働し、人
間と地球を第一に考えていると任じている財
団である。
nefの幸福研究センターは、地球環境に持
続可能で、社会的に公正な方法で、個人およ
び集団の幸福を高めることを目指している。
その目的は、正当で有益な政策目標として幸
福の概念を促進し、個人、地域社会、組織に
理解を深め、幸福という概念で富を再定義す
ることである。そして地球に負荷をかけない
で、末永く幸福な生活を実現することである。
nefは1986年、もう一つの経済サミット
（The Other Economic Summit：TOES）の
リーダーシップで設立され、TOESは、G7
や G8サミットで議論される国際的な負債の
ような議題にも関心をもっている団体である。
nefが幸福の増大と、地球環境の持続可能
性に向けて、進歩の測定方法を開発したのが
指標 HPIであり、nefは、英国のすべてのセ
クターと共働すると同時に、国際的には、市
民社会、政府、個人、実業界、学会とも共働
することをめざしている。
6-2） 中南米諸国の幸福度が高い？
指標 HPIについては“環境効率と人間の
幸福”を組合わせた世界的に流通している画
期的尺度であり、環境への影響と幸福を結び
つけた（人々が長く生きることと幸福を結び
つけた）世界最初の指標であると nefは自認
している。
HPIは最初に2006年に発表され、2009年
に第 2版が発表されている。
2006年調査結果では、178カ国のうち HPI
1位はバヌアツ共和国（南太平洋上の島国で
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西にオーストラリア、北にソロモン諸島など
がある英連邦加盟国）、2位コロンビア（南
アメリカ大陸の北西部に位置する共和制国
家）。3位コスタリカ（中央アメリカ南部に
位置し、北にニカラグア、南にパナマと国境
を接している）。
アジアでは 1位ベトナム（世界12位）、日
本はアジアで19位、世界で95位となっている。
2009年調査結果では143カ国中、1位コス
タリカ、2位ドミニカ共和国（西インド諸島
の大アンティル諸島のイスパニョーラ島東部
に位置している）、3位ジャマイカ（中央ア
メリカカリブ海の大アンティル諸島に位置す
る立憲君主制国家）となっており、アジアで
は、ベトナムが全体で 5位でアジアでトップ。
ブータンが全体で17位、日本は全体で75位と
なっている。
HPIは次式で算出される。
HPI＝
｢生活満足度｣×｢平均余命｣
｢エコロジカル・フットプリント（EF）｣
この式でみると「生活満足度」が高く「平
均余命」が長く、エコロジカル・フットプリ
ント値が低い（環境負荷が低い）国が、HPI
値が高くなる。
この指標では経済指標が入っておらず、中
南米諸国などが上位を占める結果となってお
り、一般に「教育」と「1人当り GDP」な
どで高い数値を示している北欧諸国、EU諸
国などの先進国の順位が高く出る HDIのよ
うな指標と大きく異なっている。2009年調査
の HPI値ではスウェーデンが53位、スイス
が52位、英国74位、デンマークが105位と
なっている。
ま と め
★ GDPの存在を全く否定する指標はない
以上、GDPを修正、補完する指標として、
MEW、NNW、ISEW/GPI、SEEAなどを見
てきた。HDI、HPIは、GDPとは独立した、
独自の要素をとり入れた合成指標であるが、
GDP批判から生まれたMEW、NNWも、根
本的に GDPを否定しているものではない。
MEWでは
｢従来使ってきた国民所得勘定やそれを基
にした生産指標の重要性を否定するつもりは
ない。事実、MEWはほとんど国民所得勘定
の項目を並べ替えたものだ―」。としている。
NNWでは
｢有効需要指標としての GNPと福祉指標
としての NNWは、決して分析用具として
相反する位置にあるのではなく、われわれは
双方とも必要であるという立場に立つ」と明
記している。
同じくGDP批判からスタートした ISEW/
GPIも、GDPの骨組はそのままにし、「家事
労働」、「耐久消費財サービス」、「健康および
教育の改善への公共支出」などを加算し、福
祉にマイナスな「環境汚染の費用」「自動車
事故への支出」「水質汚染への支出」「大気汚
染への支出」「騒音公害への支出」「湿地帯の
損失」「農地の損失」「再生不能な資源の枯
渇」「オゾン層破壊」などの環境負荷の削減
のための支出を減算している。
SEEAは「経済勘定」としての GDPとと
もに環境負荷を計測した「環境勘定」を算出
し両者を並列したものである。
また HDIや HPIなどは GDPとは独立し
た合成指標として作られており、国の経済勘
定を明らかにするにはやはり GDPを使わな
ければならない。とくに HPIには経済を
表わす指標が折り込まれていないので、HPI
上位にランクされる国は、他の合成指標と異
なり北欧諸国や EU諸国などの先進工業国で
はなく、どちらかというと途上国が上位に来
ている。
要するに、本稿第 1節のスティグリッツ委
員会（CMEPSP）が GDPを大いに批判し、
「経済的な生産の測定から幸福（Well-
being）の測定へ、重点をシフトさせるべし」
と強調しながらも、経済のパフォーマンスの
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代表的な指標である GDPについて、社会の
幸福を測る指標としては適切ではないかもし
れないが、かといって市場における経済活動
の評価指標が不要であるということにはなら
ない―と指摘し、GDPに代表される経済指
標も市場における経済活動についてのさまざ
まな情報をもたらすという点で有用と指摘し
ているのだ（出典 注17に同じ）。
つまり、ここまで GDPを修正補完する指
標が、出揃ってきたことで、GDPと批判的
指標とを、双方とも活用し、我々当事者が、
頭の中で複眼的にハイブリッドしていくこと
が大事ということになってくるようである。
（麗澤大学教授）
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Summary
Searching for the Sustainable Social Welfare Index : overviewing the defects of GDP
and analyzing some indexes complementing and modifying GDP
Terue Ohashi
Ⅰ The defects of GDP
GDP : Gross Domestic Product adds as economic effects the expense of retrieval of
environmental damage, traffic or auto accidents or even the cost of family breakdown which
are inconsistent the welfare and happiness of people. On the contrary the womenʼ s
housekeeping work thatʼs indispensable for peopleʼs welfare but no payment is not counted to
GDP. So, GDP was criticized by many people for the long time. First criticizer of GDP was
Simon Kuznets (1901-1985).
He was himself the developer of GNP : Gross National Product. In 1930s the Commerce
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Department of USA asked a young economist Mr. Simon Kuznets, to develop a uniform set of
national accounts. He developed GNP in 1932. These became the prototype for what we now
call the GDP.
But Kuznets knew well GNP is not the indicator of welfare. So he reported to Congress, in
1934 and warned that GNP is not the indicator of welfare.
In 1960s to 1970s, many people (politician, philosopher, sociologist and social reformer)
criticized GDP. They are R. F. Kennedy (1968), Baudrillard (1970), Daniel Bell (1973), Hazel
Henderson (1978), and Ralph Nader (1978) and so on.
Ⅱ Beyond GDP
Recently, the movement of Beyond GDP occurred. And the Beyond GDP conference was
held in 19&20 November 2007 in Brussels, organized by the European Commission, European
Parliament, Club of Rome, OECD and WWF.
They discussed the defects of GDP, but contents remained unchanged as the discussion in
60es and 70es.
In 2008, French president Nicolas Sarkozy organized Commission on the Measurement of
Economic Performance and Social Progress (CMEPSP).
CMEPSP was chaired by Professor Joseph E. Stiglitz, Columbia University, Professor
Amartya Sen, Harvard University, Chair Adviser, and Professor Jean-Paul Fitoussi, Institut dʼ
Etudes Politiques de Paris, Coodinator. And 21 other famous Economists in the world were the
members.
The report of CMEPSP was published in September 2009, But. it was not a single metric
indicator taking the place of GDP.
Stiglitz preferred a Dashboard more than a Single Metric.
Ⅲ Indicators Complementing and modifying GDP
ⅰ）MEW : Measures of Economic Welfare
Nordhaus, W. and Tobin, J., 1972, “Is Growth Obsolete?”, Economic Growth, National
Bureau of Economic Research, pp.1-80
ⅱ）NNW: Net National Welfare
Keizaishingikai NNW Kaihatsuiinkai, 1973, “Atarashii Fukushishihyo NNW”, Japan.
ⅲ）ISEW/GPI : Index of Sustainable Economic Welfare/Genuine Progress Indicator
・Herman E. Daly and John B. Cobb, Jr, 1989, 1994, for the common good, Beacon Press.
・Redefining Progress, 1999, the Genuine Progress Indecator.
ⅳ）SEEA : Handbook of National Accounting : Integlated System of Environmental and
Economic Accounting
United Nations 2004, Handbook of National Accounting : Integrated Environmental and
Economic Accounting, 2003, Final draft Circulated for Information Prior to Official Editing.
ⅴ）HDI : Human Development Index
Published every year from 1990 by UNDP.
ⅵ）HPI : Happy Planet Index
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Published by the New Economics Foundation U. K., in 2006, 2009.
ⅶ）HSM : Human Satisfaction Measure
Terue Ohashi, 2010, Democracy as the Indicator of Sustainability ―From the research
of “Questionnaire on Ideal Society PartII” in Japan and Sweden―, Reitaku International
Journal of Economic Studies Vol.18, No.1, March 2010, pp.9-33.
Ⅳ Conclusion
Almost all indicators, complementing GDP do not deny the presence of GDP, even the
Stigritz report.
（
受付 平成22年11月15日
校了 平成23年 2月 7日）
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